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計画の目的 

1 

1 

１ 計画の目的・位置付け 

 計画策定の背景 

平成７年１月の阪神・淡路大震災では、地震による直接的な死者数の約９割

の方が住宅・建築物の倒壊等によるものだったことから建築物の耐震化の重要

性が明らかになりました。この教訓を踏まえて、平成７年１０月に建築物の耐

震改修の促進に関する法律（平成７年 法律第１２３号。以下「法」という。）

が制定されました。 

平成１８年１月の法改正において、市町村は『建築物の耐震診断及び耐震改

修の促進を図るための計画を定めるよう努めるもの』となったことから、「建

築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針」（平成１８年 

国土交通省告示第１８４号。以下「国の基本方針」という。）及び神奈川県耐

震改修促進計画（以下「県計画」という。）を踏まえ、本市では平成２０年３

月に茅ヶ崎市耐震改修促進計画（以下「本計画」という。）を策定し、建築物

の耐震化に取り組んできました。 

その後、平成２３年３月の東日本大震災の教訓を踏まえ、平成２５年１０月

に改正された国の基本方針において、住宅等の建築物の耐震化の目標が新たに

示されるとともに、平成２５年１１月の法改正では、不特定多数の者が利用す

る大規模な建築物等に対して、耐震診断が義務付けられる等、建築物の耐震化

の取り組みが強化されました。 

こうした動きを受け、平成２６年３月に県計画が改定され、平成３２年度ま

での住宅等の建築物の耐震化の目標等が定められたことから、本市では、県計

画の改定内容を踏まえ、平成２８年３月に本計画を改訂し、住宅等の建築物の

次なる耐震化の目標を定めました。 

その後、住生活基本計画（令和３年３月閣議決定）及び国土強靱化年次計画

２０２１（令和３年６月国土強靭化推進本部決定）における目標を踏まえ、令

和３年１２月に国の基本方針が改正され、住宅等の建築物の次期目標が定めら

れました。 

今回の改定では、本市の耐震化の現状及びこれまでの進捗状況を検証・分析

し、課題等を整理するとともに、改正された国の基本方針と、それに基づき令

和４年３月に改定された県計画の内容を踏まえ、新たな計画期間及び耐震化の

目標等を定めます。  
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 計画の目的（市の方針） 

本計画は、新耐震基準※1が導入される以前の既存建築物（以下「旧耐震基準

で建てられた建築物」という。）の耐震化を図ることにより、建築物の地震に

対する安全性の向上を計画的に促進し、まち全体の防災力を高め、地震による

災害から市民の生命及び財産を守ることを目的とします。  

 計画の位置付け  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

［図１－１］本計画の位置付け 

 ＳＤＧｓとの関係 

平成２７年の国連サミットにおいて、「持続可能な開発の

ための２０３０アジェンダ」の中核として、「持続可能な開

発目標（ＳＤＧｓ）」が掲げられました。本市でもＳＤＧｓ

の理念実現に向けた取り組みを実施しており、本計画は、Ｓ

ＤＧｓの１７のゴールのうち、特に関係の深い「１１ 住み

続けられるまちづくりを」に関連づけ、耐震改修の促進により、ゴールに寄与

できる計画とします。 

                                              
※1 新耐震基準：昭和５３年の宮城県沖地震後、従来の建築物に対する性能が大きく見直され、昭和５６年６月１日に施行

された改正建築基準法の耐震基準をいいます。なお、阪神・淡路大震災でも、新耐震基準による建築物では大きな被害
が少なかったことが分かっています。 

国 県 

本市 

建築物の耐震改修の促進に関する法律 
(平成１８年 １月２６日改正施行) 

(平成２５年１１月２５日改正施行) 

国の基本方針 
（平成１８年 １月２５日告示） 

（平成２５年１０月２９日改正） 

（平成２８年 ３月２５日改正） 

（平成３０年１２月２１日改正） 

（令和 ３年１２月２１日改正） 

神奈川県耐震改修計画 
（平成１９年３月策定） 

（平成２６年３月改定） 

（平成２７年３月一部改定） 

（令和  ３年１月改定） 

（令和  ４年３月改定） 

茅ヶ崎市耐震改修促進計画 
（平成２０年３月策定）（平成２８年３月改訂）（令和２年１２月改訂）（令和５年●月改定） 

整合 本市の関連計画 

・住生活基本計画 

・国土強靭化基本計画 等 

国の関連計画 

・茅ヶ崎市総合計画   ・茅ヶ崎市国土強靭化地域計画   ・ちがさき都市マスタープラン 

・茅ヶ崎市地域防災計画 ・茅ヶ崎市公共施設等総合管理計画 ・茅ヶ崎市空家等対策計画 

       他関連計画等 
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民間特定建築物等 

の耐震化 

住宅の耐震化 

公共建築物 

の耐震化 
本市が 

設定する 

耐震化の優先度 

高 

災害時の拠点となる

建築物 
市役所 

小学校 

中学校 

病院 

体育館 等 

特定多数が利用する

建築物 
市営住宅 等 

施設の公共性 

大 

・戸建て住宅 

・共同住宅等 

不特定多数の者が 

利用する建築物 
コミュニティセンター

美術館 

図書館 

集会所 等 

その他の 

公共建築物 
駐車場 
駐輪場 
環境事業センター

不特定多数の者が利用する建築物及び避難弱者が利用する建築物のうち

大規模なもの等 

多数の者が利用する建築物 
・救護建築物 

災害拠点病院 

救急病院 

救急診療所 

・  
幼稚園 

保育所 

老人福祉センター 

児童厚生施設 

身体障害者福祉施設 等 

・民間建築物 
劇場 

映画館 

百貨店 

ホテル 

飲食店 等 

・賃貸住宅 (共同住宅に限る) 

危険物の貯蔵場又は処理場の

用途に供する建築物 

避難路沿道の 

建築物 

２ 本市の耐震化の目標に対する考え方 

本市においては、住宅及び民間特定建築物※2の耐震化の現状を把握し、それ

ぞれの建築物の公共性や防災上の重要度等により、耐震化を図っていく建築物

の優先度を以下のように設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

［図１－２］耐震化の目標に対する考え方 

 

 

 

 

                                              
※2 民間特定建築物：法第１４条第１号から第３号に掲げる建築物で、国、県又は市の所有する建築物以外の建築物をいい

ます。 
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３ 計画目標及び期間 

 国の基本方針の目標及び期間 

 

 

 

 

 

 

 本計画の目標及び期間 

本計画の計画期間は、令和５年度から令和１２年度までの８年間とし、耐震

化の促進に取り組みます。 

なお、建築物ごとの目標及び期間は［表１－１］のとおりとします。 

［表１－１］本計画の目標及び期間 

対象 期間 目標 

耐震性が不十分な住宅 

令和１２年度まで 

おおむね解消 

民
間
特
定
建
築
物 

多数の者が利用する建築物 おおむね解消 

危険物の貯蔵場等の建築物 耐震化率９５％ 

避難路沿道の建築物 耐震化率９５％ 

公共建築物 耐震化率１００％ 

耐震性が不十分な 

耐震診断義務付け対象建築物 
令和７年度まで おおむね解消 

※3※4 

                                              
※3 耐震診断義務付け対象建築物： 昭和５６年５月以前の旧耐震基準で建てられた建築物のうち、病院、店舗、旅館等の

不特定多数の者が利用する建築物及び学校、老人ホーム等の避難弱者が利用する建築物のうち大規模なもの等（要緊急

安全確認大規模建築物）及び緊急輸送道路の沿道の建築物で、前面道路の過半を閉塞する恐れのあるもの（要安全確認
計画記載建築物） 

※4 「おおむね解消」：国は、「おおむね」を数％としています。市は、国の見解や過去の目標値を踏まえ、「９５％を超
える値」と捉えています。 

・令和７年度までに 

耐震性が不十分な耐震診断義務付け対象建築物※3の耐震化率を 

「おおむね解消」※4 

・令和１２年度までに 

耐震性が不十分な住宅の耐震化率を「おおむね解消」 
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 本計画の経緯 

本計画は平成２０年３月に策定されて以来、改訂及び改定を行い市内の耐震

化に取り組んできました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［図１－３］本計画の経緯 

本計画 策定 

本計画 改訂 

耐
震
化
率
の 

進
捗
管
理 

本計画 改定 

平成２８年３月 

令和２年１２月 

令和７年度 

令和１２年度 

・施策の実現性チェック 
・体制整備 

（計画策定から 2年間） 

・各種施策の実施 

・周知、啓発の継続 

・施策の検証 
・計画の見直し 等 

・各種施策の実施 
・周知、啓発の継続 

・施策の検証 

・計画の見直し 等 

・耐震性が不十分な住宅 
・民間特定建築物のうち 
  多数のものが利用する建築物 

おおむね解消 

・民間特定建築物のうち 
  危険物の貯蔵場等の建築物 
・民間特定建築物のうち 
  避難路沿道建築物 

耐震化率９５％ 
  

耐震化率１００％ ・公共建築物 

＝目 標＝ 

・計画の定期的な見直し 
・周知、啓発の継続 

・施策メニューの検証 等 

  

＝目 標＝ 

・耐震性が不十分な耐震診断義務付け
対象建築物 

おおむね解消 

令和５年３月 

平成２０年３月 
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１ 過去の地震被害状況 

我が国は、世界的にも有数の地震多発国であり、古くから多くの地震の記録

があります。古い記録には洩れている記録も相当あり、西暦４１６年からの記

録では３００回近い大地震があったとされています。 

このうち県内に被害を及ぼした主な地震は［表２－１］のとおりです。 

［表２－１］神奈川県に被害を及ぼした主な地震 

和暦 地域（名称） Ｍ 主な被害 

弘仁９年 関東諸国 
７．５ 
以上 

(相模、武蔵、下総、常陸、上野、下野などで被害。圧死者
多数) 

元慶２年 
１１月１日 

関東諸国 ７．４ (相模、武蔵を中心に被害。圧死者多数) 

正嘉１年 
１０月９日 

関東南部 
７.０～
７.５ 

鎌倉で山崩れ、社寺・家屋倒壊などの被害 

永仁１年 
５月２７日 

鎌倉 ７．０ 
鎌倉で社寺・家屋倒壊、焼失などの被害。死者数、数千か
ら２３，０００人余の諸説あり 

明応７年 
９月２０日 

東海道全般 
８.２～
８.４ 

鎌倉で津波により、溺死者２００人 

寛永１０年 
３月１日 

相模・駿河・伊豆 ７．０ 
小田原で最も被害が大きく、小田原市内で死者１５０人、
家屋全壊多数。箱根でも死者あり 

慶安２年 
９月１日 

川崎・江戸 ６．４ 
川崎で民家１４０～１５０軒などが倒壊。付近の村でも家
屋倒壊あり。死傷者多数 

元禄１０年 
１１月２５日 

相模・武蔵 ６．５ 鎌倉で家屋全壊あり 

元禄１６年 
１２月３１日 

(元禄地震) 
７.９～
８.２ 

沿岸部を中心に甚大な被害。小田原領内で、死者２，２９１人、
家屋全壊８，００７棟。津波による被害もあり 

天明２年 
８月２３日 

相模・武蔵・甲斐 ７．０ 箱根、小田原で被害が大きく、住家約８００棟破損 

文化９年 
１２月７日 

武蔵・相模 
６  

１／４ 
横浜で、家屋全壊２２棟。付近でも死者、家屋全壊あり 

嘉永６年 
３月１１日 

小田原付近 ６．７ 
小田原を中心に被害。死者２４人、負傷者１３人、家屋全
壊１，０８８棟 

安政２年 
１１月１１日 

((安政)江戸地震) 
７.０～
７.１ 

県東部を中心に被害。死者３７人、負傷者７５人、家屋全
壊６４棟 

明治２７年 
６月２０日 

東京湾北部((明治)東京地
震とも呼ばれる) 

７．０ 
横浜市、橘樹郡を中心に被害。死者７人、負傷者４０人、
建物全半壊４０棟 

大正１２年 
９月１日 

(関東地震) ７．９ 
死者・行方不明者３３，０６７人、住家全壊６２，８８７棟、住家
焼失６８，５６９棟、住家流出埋没１３６棟 

大正１３年 
１月１５日 

丹沢山塊(丹沢地震とも
呼ばれる) 

７．３ 
関東地震の余震。死者１３人、負傷者４６６人、住家全壊５
６１棟 

昭和５年 
１１月２６日 

(北伊豆地震) ７．３ 死者１３人、負傷者６人、住家全壊８８棟 

平成１７年 
２月１６日 

茨城県南部 ５．３ 負傷者１人 

平成１７年 
７月２３日 

千葉県北西部 ６．０ 負傷者９人 

平成２１年 
８月１１日 

駿河湾 ６．５ 負傷者４人 

平成２３年 
３月１１日 

(東北地方太平洋沖地震) ９．０ 
死者４人、負傷者１３８人、建物半壊４１戸(平成２７（２０１
５）年３月１１日現在、警察庁調べ) 

令和３年 
２月１３日 

福島県沖 ７．３ 負傷者４人 

令和３年 
１０月７日 

千葉県北西部 ５．９ 負傷者１６人 

令和４年 
３月１６日 

福島県沖 ７．４ 負傷者５人 

（出典 地震調査研究推進本部） 
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２ 本市に影響を与える地震及び被害想定 

茅ヶ崎市地域防災計画（令和４年２月修正）において、現在から将来におい

て、本市に影響を与えると想定されている地震は［表２－２］のとおりです。 

想定される地震の規模は、⑤南海トラフ巨大地震が最も大きくマグニチュー

ド９.０、本市の被害は、⑦及び⑧(参考)を除くと⑥大正型関東地震が最も大き

いと予測されています。また、地震の発生確率が高いもので被害が大きいもの

は、①都心南部直下地震が予測されています。 

［表２－２］本市に想定されている大規模な地震 

想定地震 説 明 発生確率 

①都心南部直下地震 
首都圏付近のフィリピン海プレートと北米プレート
境界で、都心南部の直下を震源とするマグニチュ
ード７．３の地震 

３０年以内７０％ 

②三浦半島断層群 
 の地震 

三浦半島断層帯を震源域とするマグニチュード
７．０の地震 

３０年以内６～１１% 

③神奈川県西部地震 
神奈川県西部を震源域とするマグニチュード６．
７の地震 

(過去４００年の間に同クラスの
地震が５回発生) 

④東海地震 
駿河トラフを震源域とするマグニチュード８．０
の地震 

３０年以内７０％程度(南海トラフの
地震) 

⑤南海トラフ巨大地震 
南海トラフを震源域とするマグニチュード９．０
の地震 

３０年以内７０％程度(南海トラフの
地震) 

⑥大正型関東地震 
相模トラフを震源域とするマグニチュード８．２
の地震 

３０年以内ほぼ０～５%(２００年
から４００年の発生間隔) 

⑦元禄型関東地震 
 （参考） 

相模トラフから房総半島東側を震源域とするマ
グニチュード８．５の地震 

３０年以内ほぼ０～０．５％(２千年
から３千年の発生間隔) 

⑧相模トラフ沿いの最大ク
ラスの地震（参考） 

元禄型関東地震の震源域に加え関東北部までを
震源域とするマグニチュード８．７の地震 

３０年以内ほぼ０～０．５％(２千
年から３千年あるいはそれ以上
の発生間隔) 

［表２－３］本市の被害想定 

区分 

① 
都心南部 

直下地震 

② 
三浦半島断

層群の地震 

③ 
神奈川県 

西部地震 

④ 
東海地震 

⑤ 
南海トラフ

巨大地震 

⑥ 
大正型 

関東地震 

⑦ 
元禄型 

関東地震 
（参考） 

⑧ 
相模トラフ

沿いの最大
クラスの地
震（参考） 

規模(マグニチュ－ド) ７．３ ７．０ ６．７ 8.0 9.0 ８．２ ８．５ ８．７ 

震 度 ラ ン ク ５強～６弱 ５強～６弱 ５弱～５強 ５弱～５強 ５弱～５強 ６強～７ ６強～７ ７ 

建物被害 
全壊棟数(棟) ２１０ ２０ ０ * ２０ １５，９５０ １６，２６０ １８，９００ 

半壊棟数(棟) ２，６３０ ４８０ ５０ １００ １３０ １３，４００ １４，４７０ １３，３１０ 

火災被害 

出火件数(件) * ０ ０ ０ ０ ８０ ８０ １１０ 

残出火件数(件) ０ ０ ０ ０ ０ ５０ ５０ ９０ 

焼失棟数(棟) ０ ０ ０ ０ ０ １２，０００ １２，０００ ２０，１７０ 

人的被害 

死者数 
(人) 

(津波含む) １０ * ３０ * * ９４０ ２，６６０ ２，３４０ 

津波 ０ ０ ３０ * * １５０ １，８７０ １，２１０ 

負傷者数 

(人) 

(津波含む) ３８０ １７０ １０ ４０ ７０ ６，０２０ ６，３８０ ７，８６０ 

重傷者数 ２０ * ０ * * ４００ ４３０ ５６０ 

避難所 

避難者数(人) 

1～3日後(人) ２，９２０ ５３０ １１０ １９０ ２３０ ８４，９６０ ８７，４９０ １０２，４２０ 

1ヶ月後(人) １，４６０ ２６０ ３０ ６０ ８０ ３５，５５０ ３５，７６０ ４２，６４０ 

*：わずか(計算上０.５以上１０未満) 
（出典 茅ヶ崎市地域防災計画(令和４年２月修正)）  
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 南海トラフ巨大地震 

 東海地震 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［図２－１］想定地震震源域 

 
（出典 茅ヶ崎市地域防災計画(令和４年２月修正)（一部加筆） 
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第 章 3

2

２

1 

建築物の耐震化の現状と目標 

9 

9 

１ 用語の定義 

 建築物の種類 

ア 住宅の定義 「住宅」は以下の４つに分類 

住宅 備 考 

戸建て住宅 
木造 兼用・併用住宅を含む 

非木造 木造以外の構造で造られたもの 

共同住宅 
木造 賃貸共同住宅、寄宿舎、下宿、長屋を含む 

非木造 木造以外の構造で造られたもの 

  

イ 民間特定建築物等の定義 

民間特定建築物 

法第１４条第１号から第３号に掲げる建築物のうち、旧耐震基準で建てられた建築物で、国、

県又は市の所有する建築物以外の建築物 

法第１４条第１号 多数の者が利用する建築物（学校、病院、社会福祉施設等、多数の者

が利用する一定規模以上の建築物）【参考資料１参照】 

法第１４条第２号 危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物 

【参考資料１、２参照】 

法第１４条第３号 避難路沿道の建築物 

【参考資料１、図３-７、図３-８参照】 

要緊急安全確認大規模建築物 

病院、店舗、旅館等の不特定多数の者が利用する建築物及び学校、老人ホーム等の避難弱

者が利用する建築物のうち大規模なもの等【参考資料１参照】 

  

ウ 公共建築物の定義 

公共建築物 

本市の所有する建築物のみを指します。国や県等の所有する建築物は、各々の耐震改修促

進計画等で目標、方針があるため、本計画では市有建築物を「公共建築物」として定義しま

す。 
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［図３－１］建築物の種類別耐震化率の推移 

 耐震性の「有り」・「無し」の定義 

「新耐震基準で建てられた建築物」及び「旧耐震基準で建てられた建築物の

うち耐震診断・耐震改修の結果により地震に対して安全な構造であると確認さ

れた建築物」を『耐震性有り※5』とし、それ以外を『耐震性無し』と定義して

います。 

 耐震化率の定義 

 

 

 

 

２ これまでの取り組みと成果について 

平成１８年の法改正を受けて策定された本計画以降の耐震化率は、［図３－

１］に示すとおり、全ての種別で上昇傾向で推移しているものの、近年は上昇

傾向が鈍化しています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                              
※5 耐震性有り：耐震関係規定に適合しているもの又は国の基本方針別添「建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について

技術上の指針となるべき事項」により、構造耐力上主要な部分の地震に対する安全性が「地震の震動及び衝撃に対して
倒壊し、又は崩壊する危険性が低い」と判断されたものをいいます。 

総数 

耐震性有り 
耐震化率（％）＝ 

60%

70%

80%

90%

100%

H18 H20 H21 H22 H23 H25 H28 R元(H31) R3 R4

住宅（戸数） 多数の者が利用する建築物（棟数）

危険物の貯蔵場等（棟数） 避難路沿道の建築物（棟数）

公共建築物（棟数）

△87.0 

＊85.0 

□80.0 

○65.4 

◇61.0 

＊92.6（+7.6） 

△90.0（+3.0） 
□89.4（+9.4） 
○89.3（+23.9） 
 

◇73.9（+12.9） 

注） 単位：住宅＝戸数 、住宅以外の建築物＝棟数 
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 住宅及び民間特定建築物の目標達成に向けた取り組み、実績及び成果 

ア 住宅及び民間特定建築物の耐震化に向けた普及啓発 

地震による被害を防止・軽減させ、市民の安全・安心を確保するため、市

民、事業者及び行政が連携して「茅ヶ崎たいあっぷ９０推進協議会」※6を平

成２１年９月に設立しました。この協議会では、耐震化を促進するために無

料耐震相談やセミナー等を開催しています。また、協議会の活動に合わせた

普及啓発活動として、広報紙への掲載や旧耐震の木造住宅にお住まいの市民

向けに補助金の案内等を記したダイレクトメールの送付等を行っています。 

イ 住宅の耐震化に係る実績 

木造住宅については、耐震診断及び耐震改修に関する補助制度を平成１８

年度から開始し、令和３年度末までに耐震診断は１，１２４件、耐震改修は

３３７件に補助を行いました。 

非木造の共同住宅については、分譲マンションに対する耐震診断補助を実

施しており、平成２４年以降で５件（３０８戸）の実績があります（うち２

件は避難路沿道の建築物に対する耐震診断補助で実施）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［図３－２］木造住宅の耐震診断・耐震改修補助実績 

 

                                              

※6 茅ヶ崎たいあっぷ９０推進協議会：現在は「茅ヶ崎たいあっぷ推進協議会」へ名称を変更しました。（Ｐ．３８参照） 
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ウ 民間特定建築物の耐震化に係る実績 

民間特定建築物については、避難路沿道の建築物又は法附則第３条に規定

する要緊急安全確認大規模建築物の耐震診断に関する補助制度を平成２６年

度から開始し、令和３年度末までに避難路沿道の建築物の耐震診断に６件、

要緊急安全確認大規模建築物５件に補助を行いました。 

エ 住宅及び民間特定建築物の取り組みによる成果 

令和３年度の耐震化率は、住宅が８９.３％、民間特定建築物が９０．０％

であり、住宅及び民間特定建築物ともに、従前の本計画の耐震化目標（９５％）

と比較してやや遅れています。 

［表３－１］住宅及び民間特定建築物の耐震化率と目標値 

 
策定時の耐震化率 現在の耐震化率 

従前の本計画 

の目標 

平成１８年度 令和３年度 令和４年度 

住 宅 ６５．４％ ８９．３％ ９５％ 

民間特定建築物 ８7.0％ ９０．０％ ９５％ 

注）策定時の住宅の耐震化率は棟数により算定しています。 

注）小数点を含む耐震化率については、小数点第二位を四捨五入しています。 

オ 避難路沿道の建築物の取り組みによる成果 

令和３年度の耐震化率は８９.４％であり、従前の本計画の目標（９５％）

と比較してやや遅れています。 

［表３－２］避難路沿道の建築物の耐震化率と目標値 

 
策定時の耐震化率 現在の耐震化率 

従前の本計画 

の目標 

平成１８年度 令和３年度 令和４年度 

避難路沿道建築物 ８０.0％ 89．４％ ９５％ 

注）賃貸住宅を含まない数値。 

注）小数点を含む耐震化率については、小数点第二位を四捨五入しています。 
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 公共建築物の目標達成に向けた取り組み、実績及び成果 

ア 公共建築物の耐震化に係る実績 

平成２７年以降、耐震性が無い公共建築物のうち、４施設を解体し、５施

設で耐震改修を行っています。 

［表３－３］耐震性が無い公共建築物の耐震改修及び解体の実績 

工事対象年度 建築物名称 構造 床面積 

平成２７年度 海岸青少年会館【解体】 鉄筋コンクリート造 １，２１８㎡  

平成 29年度 
茅ヶ崎市役所旧庁舎【解体】 

柳島ポンプ場【耐震改修】 

鉄骨鉄筋コンクリート造 

鉄筋コンクリート造 

1３，７49㎡  

424㎡  

平成 30年度 
茅ヶ崎市民文化会館【耐震改修】 

小出支所【耐震改修】 

鉄骨鉄筋コンクリート造 

鉄筋コンクリート造 

１０，７１２㎡  

４５９㎡  

令和元年度 
福祉会館【解体】 

旧和田家住宅【耐震改修】 

鉄筋コンクリート造 

木造 

１，７２１㎡  

２１４㎡  

令和２年度 開高健記念館【耐震改修】 木造 ２７０㎡  

令和３年度 茅ヶ崎第 1駐車場【解体】 鉄骨造 １０，０５０㎡  

イ 公共建築物の取り組みによる成果 

公共建築物については、令和３年度の耐震化率が９２.６％で、耐震性が無

い（又は不明な）公共建築物は残り２６棟となっていますが、災害時の拠点

となる建築物の耐震化率は１００％となっています。 

耐震性が無い（又は不明な）公共建築物については「公共施設整備・再編

計画（平成３０年４月改訂）」及び「茅ヶ崎市公共施設等総合管理計画※7（以

下「総合管理計画」という。）」に基づき着実に耐震化が進められています。 

［表３－４］公共建築物の耐震化率と目標値 

 
策定時の耐震化率 現在の耐震化率 

従前の本計画 

の目標 

平成 18年度 令和３年度 令和４年度 

公 共 建 築 物 ８5.0％ ９２．6％ １００％ 

注）小数点を含む耐震化率については、小数点第二位を四捨五入しています。 

 

 

                                              
※7 茅ヶ崎市公共施設等総合管理計画：将来にわたって公共施設等を通じた安全・安心な市民サービスの提供と、将来に負

担を残さない持続可能な行政運営の両立を実現するため、本市の公共施設マネジメントの根幹となる計画 
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 その他の安全対策・耐震性向上に資する取り組み 

上記のほか、市では［表３-５］に示す取り組みを通じて、耐震性の向上を

図っています。 

［表３－５］本計画による安全対策及び耐震性の向上に向けた取り組み一覧 

施策 実績 

危険ブロック塀の撤去補助 令和元年度以降５６件 

耐震シェルターの設置支援 平成２２年度以降５件 

感震ブレーカー設置支援 平成２６年度以降１７，６３８件 

家具転倒防止金具等の 

取り付け支援 
平成２４年度以降３５７件 

市民相談（建築なんでも相談） 

相談人数 
平成２０年以降７７６名 

耐震ちがさき発行回数 平成２０年度～平成２９年度まで年１回、約８６，０００部注） 

ダイレクトメール発送数 
１巡目として平成２６年度～平成２９年度に１３，２８９通 

２巡目として平成３０年度～令和３年度に５，０１５通 

「茅ヶ崎たいあっぷ推進協議会」 

開催数 
平成２１年度～令和３年度の累計で１１４回 

「茅ヶ崎たいあっぷ推進協議会」 

イベント開催数 
平成２８年度～令和元年度の累計で１０回 

注）耐震ちがさき発行終了後は広報ちがさきに毎年補助金案内を掲載 
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９８，９０２戸

８９．３％

１１，９１１戸

１０．７%

耐震性有り

耐震性無し

○住宅の耐震化率の現状 

・ 現在の耐震化率 ８９.３％（令和 ３年度） 

・策定時の耐震化率 ６５.４％（平成１８年度） 注）棟数により算出 

３ 住宅の耐震化 

 住宅の耐震化 

ア 住宅の耐震化の現状 

 

 

 

本市の住宅の耐震化率は８９.３％であり、県が示している住宅の耐震化率

９４％（令和３年度）と比べると低い水準に留まっています。 

木造戸建て住宅は耐震化率が８０．７％であり、かつ、住宅全戸数の約４６％

を占めています。また、耐震性が無い住宅のうち木造戸建て住宅は約８３％を

占めています。 

非木造の共同住宅（マンション等）の耐震化率は９８.５％となり、国や県が

示した令和１２年度までに耐震性が不十分な住宅をおおむね解消する水準に

近づいています。 

［表３－６］住宅の耐震化の現状 

           
  構造 全戸数 耐震性有り 耐震性無し 耐震化率 
     b   d 
    a =a-c c =b/a 
戸 建 て 住 宅 木 造 ５１，４０６ ４１，４６５ ９，９４１ ８０．７％ 

  非 木 造 ６，８６７ ６，２８５ ５８２ ９１．５％ 

共 同 住 宅 木 造 
１２，９９５ 
（３，０８５） 

１２，２１３ 
（２，８５１） 

７８２ 
（２３４） 

９４．０％ 

  非 木 造 
３９，５４５ 
（３，４５７） 

３８，９３９ 
（３，４１０） 

６０６ 
（４７） 

９８．５％ 

住 宅 合 計   １１０，８１３ ９８，９０２ １１，９１１ ８９．３％ 

注）（）内の件数は共同住宅の棟数を示しています。 
注）小数点を含む耐震化率については、小数点第二位を四捨五入しています。 

 

 

 

 

 

 

［図３－３］住宅の耐震化率 
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○住宅の耐震化率の目標 

・令和１２年度までに耐震性が不十分な住宅をおおむね解消とします。 

□ 耐震性有り 
■ 耐震性無し 

11,911戸 9,953戸

98,902戸
112,203戸

0戸

50,000戸

100,000戸

150,000戸

令和３年度 令和１２年度

イ 住宅の耐震化の目標 

 

 

［表３－７］自然更新※8による令和１２年度の住宅の耐震化率推計※9 

 構造 

令和３年度 令和 12年度 

                

全戸数 耐震性有り 耐震性無し 耐震化率 全戸数 耐震性有り 耐震性無し 耐震化率 

 b   d  b   d 

a =a-c c =b/a a =a-c c =b/a 

戸

建

て 

住

宅  

木 造 ５１，４０６ ４１，４６５ ９，９４１ ８０．７％ ５６，６６８ ４８，５０３ ８，１６５ ８５．６％ 

非木造 ６，８６７ ６，２８５ ５８２ ９１．５％ ７，５７０ ７，０９２ ４７８ ９３．７％ 

共

同 

住

宅  

木 造 １２，９９５ １２，２１３ ７８２ ９４．０％ １４，３２５ １３，５８７ ７３８ ９４．８％ 

非木造 ３９，５４５ ３８，９３９ ６０６ ９８．５％ ４３，５９３ ４３，０２１ ５７２ ９８．７％ 

住 宅 合 計  １１０，８１３ ９８，９０２ １１，91１ ８９．３％ １２２，１５６ １１２，２０３ ９，９５３ ９１．９％ 

注） 小数点を含む耐震化率については、小数点第二位を四捨五入しています。 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

  

［図３－４］住宅の耐震化の現状及び推計 

                                              
※8 自然更新：過去の新築、建替え及び除却等による耐震性の向上実績から算出した推計値（本計画による施策効果を見込

まない）を言います。 

※9 耐震化率推計：１世帯当たり住宅戸数、予測世帯数及び日本の世帯数の将来推計より算出 

耐震化率 

（８９．３％） 

自然更新による耐震化率推計

（91.9%） 
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［図３－６］本市の耐震化を進めるために必要な支援策（回答数 １６１） 

「令和４年度住宅の耐震化に関するアンケート調査」より 

［図３－５］耐震改修を行わない理由（回答数 ４５） 

「令和４年度住宅の耐震化に関するアンケート調査※11」より 

ウ 住宅の耐震化の課題 

・耐震化を進める上で資金面での課題※10が挙がっています。 

・所有者の高齢化が進み、耐震化に踏み切れない課題が挙がっています。 

・築４０年を経過していることから、耐震性が無い住宅の耐震化、除却の検

討、それ以外の選択肢についての相談が挙がっています。 

・相続等により住宅の所有者となった方で、耐震化を進める資金の捻出が困

難であることや、建物の解体を行うと固定資産税等の住宅用地特例の対象

から除外されるため、耐震化に踏み切れない課題が挙がっています。 

・一部の共同住宅は、長期の資金計画が立てられない等、資金調達の困難さ及

び管理制度等による意見集約の困難さがあり、耐震化の検討まで至らない

との声が挙がっています。 
11 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

                                              
※10 資金面での課題：国土交通省住宅局建築指導課建築物防災対策室「住宅の耐震化に関するアンケート調査」（令和元

年１０月～１１月実施）より、耐震改修の予定がない世帯の耐震改修をしない理由として「費用負担が大きいから」が
７４．７％となっています。 

※11 令和４年度住宅の耐震化に関するアンケート調査：耐震の相談にこられた概ね築３５年以上の住宅を所有の市民及び
その他調査員が任意配布にて回答のあった市民の合計５４名に実施 

その他意見 

安全上問題がない 

現行法に適合した設計の建物 

一定の耐震性は確保されていると考えている 

耐震診断業者から大丈夫だと報告があったから 

築 10年しか経っておらず安全だと思うから 

建てたばかりだから 
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○多数の者が利用する建築物の耐震化率の現状 

・ 現在の耐震化率 ９０.０％（令和 ３年度） 

・策定時の耐震化率 ８７.0％（平成１８年度） 

○多数の者が利用する建築物の耐震化率の目標 

・令和１２年度までに耐震性が不十分な多数の者が利用する建築物をおおむ

ね解消とし、うち、耐震性が不十分な耐震診断義務付け対象建築物につい

ては令和７年度までにおおむね解消とします。 

４ 民間特定建築物の耐震化 

 多数の者が利用する建築物（法第１４条第１号）の耐震化 

ア 多数の者が利用する建築物の耐震化の現状 

 

 

現状の耐震化率は９０.０％になっており、すべて解消させるためにはあと

４７棟の耐震化が必要になります。 

幼稚園、保育所、社会福祉施設等の「災害時要援護者のための建築物」及

び劇場、映画館、百貨店等の「民間建築物」の耐震化率が低い状況です。 

［表３－８］多数の者が利用する建築物の耐震化の現状（令和３年度） 

  
全棟数 

   耐震性

有り計 

 

ｅ 

耐震化率 

 

f 

目標 

耐震化率 新耐震

棟数 

新耐震以前 

耐震性

有り 

耐震性

無し 

a b c d =b+c =e/a  

災
害
応
急
対
策
活

動
に
必
要
な
施
設 

救護建築物 
(災害拠点病院、救急病院、救急診療所) 

１５ １４ ０ １ １４ ９３．３％ 

おおむね 

解消 

災害時要援護者のための建築物 
（幼稚園、保育所、老人福祉センター、児

童厚生施設、身体障害者福祉施設等） 
６０ ５３ １ ６ ５４ ９０．０％ 

民
間
施
設 

民間建築物 
(劇場、映画館、百貨店、ホテル、飲食店

等) 
１４６ 115 3 28 118 80.8％ 

賃貸住宅 
（共同住宅に限る） 

２５０ １２８ １１０ １２ ２３８ ９５．２％ 

合   計 ４７１ 310 １１4 47 ４２4 ９０．0％ 

注） 小数点を含む耐震化率については、小数点第二位を四捨五入しています。 

イ 多数の者が利用する建築物の耐震化の目標 
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○危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物の耐震化率の現状 

・ 現在の耐震化率 ７３.９％（令和 ３年度） 

・策定時の耐震化率 ６１.0％（平成１８年度） 

ウ 多数の者が利用する建築物の耐震化の課題 

・耐震性が無い大規模な建築物となると、膨大な費用や工事期間がかかるこ

とから、事業継続等に大きな影響があるため、事業者の経営的優先順位等

により耐震化に至らない等の課題があります。 

 要緊急安全確認大規模建築物の耐震化 

平成２５年１１月の法改正を受け、要緊急安全確認大規模建築物の所有者は、

耐震診断結果の報告の義務化が位置づけられ、診断結果を平成２９年３月に市

のホームページで公表しました。公表された建築物のうち１棟を除き耐震化や

解体、建て替えが行われています。また、残りの１棟についても、着々と耐震

化に向けて、取り組みが進んでいます。 

 危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物            

（法第１４条第２号）の耐震化 

ア 危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物の耐震化の現状 

 

 

該当する危険物の種類及び数量は［表３－９］のとおりで、主には工場内

の屋内貯蔵所やガソリンスタンドが対象となっています。 

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物は、令和３年度時点で総

棟数は４６棟あり、そのうち１２棟が、旧耐震基準で建てられた耐震性が無

い（又は不明な）建築物です。 

［表３－９］危険物の貯蔵場等の用途に供する建築物の耐震化の現状（令和３年度） 

  

  

  

  

全棟数 
      耐震性 

有り計 
耐震化率 

目標 

耐震化率 
新耐震

棟数 

新耐震以前 

  
耐震性 

有り 

耐震性 

無し 
e f   

a b c d =b+c =e/a   

危険物の貯蔵等の 

用途に供する建築

物 

４６ ３４ ０ １２ ３４ ７３．９％ ９５％ 

注） 小数点を含む耐震化率については、小数点第二位を四捨五入しています。 
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○危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物の耐震化率の目標 

・令和１２年度の危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物の耐震化

率の目標は９５％とします。 

イ 危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物の耐震化の目標 

 

 

ウ 危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物の耐震化の課題 

・耐震性が無い（又は不明な）危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建

築物は、工場敷地内にあることが多く、経営者の判断に委ねられています。 

・工場内の屋内貯蔵場については、消防法等による規定があり、関係法令を

含めた総合的な見地からの安全確保が必要です。 

 避難路沿道の建築物（法第１４条第３号）の耐震化 

避難路の沿道にある建築物の耐震化は、公共性・緊急性の観点から災害時の

救助や救援活動及び災害対策活動を行う上で重要となります。 

県計画では、神奈川県地域防災計画に位置づけられた緊急輸送道路の沿道建

築物について、地震による建築物の倒壊等で通行障害が起こらないように耐震

化を促進することが位置づけられ、市町村とともに沿道の建築物の耐震化に取

り組んでいくこととしています。 

本計画では、『県指定の緊急輸送道路』に加え、『茅ヶ崎市地域防災計画に

位置づけられた緊急輸送道路を補完する道路』について、「地震時に対する安

全性の向上を図ることが特に必要なもの」として位置づけ、避難路沿道の建築

物の耐震化を促進します。 
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・昭和５６年５月３１ 日以前に新築工

事に着手した塀 

・長さが２５ｍを超える塀 

・塀から前面道路の中心線までの距離を

２．５で除した数値を超える高さの塀 

ア 法第５条第３項第２号又は法第６条第３項第１号の適用を受ける道路（耐震

診断義務路線） 

県では、緊急輸送道路のうち県域を越えた広域ネットワークを形成する政

令市以外の区域約１５０キロメートル（東名高速、圏央道、国道１号、国道

１６号）について、耐震化を重点的に促進するため、法第５条第３項第２号

の規定に基づき一定高さ以上の沿道建築物（耐震関係規定に適合しない建築

物で、昭和５６年５月３１日以前に新築工事に着手したものに限る。）の所

有者に耐震診断の実施を義務付けています。 

本市においては、圏央道（さがみ縦貫道路）（茅ヶ崎ＪＣＴ～寒川町境の

区間）、新湘南バイパス（藤沢市境～茅ヶ崎西ＩＣの区間）及び国道１号（茅

ヶ崎西ＩＣ～平塚市境の区間）が該当しますが、対象となる一定高さ以上の

建築物はありません。 

なお、法第６条第３項第１号の規定に基づき耐震診断を義務付ける道路の

指定については、神奈川県及び隣接市町の指定状況や緊急輸送道路及び緊急

輸送道路を補完する道路の耐震化の進捗状況等により今後検討していきます。 

 

【建築物】 

 

 

 

 

 

【ブロック塀】 

 

 

 

［図３－７］一定高さ以上の建築物（法第１４条第３号関連） 

 

①前面道路が１２ｍを超える場合 

道路境界からＸ離れた地点の高さが 

(Ｌ／２＋Ｘ)を超える建築物 

②前面道路が１２ｍ以下の場合 

道路境界からＸ離れた地点の高さが 

(６ｍ＋Ｘ)を超える建築物 
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イ 法第５条第３項第３号又は法第６条第３項第２号の適用を受ける道路（耐震

診断努力路線） 

県計画では、ア以外の緊急輸送道路について耐震診断努力路線として位置

づけられ、一定高さ以上の沿道建築物（耐震関係規定に適合しない建築物に

限る。）の所有者は耐震診断を行い、その結果に応じて耐震改修を行うよう

努めることが求められています。 

これを受けて本市では、県指定の緊急輸送道路及び茅ヶ崎市地域防災計画

で位置づけられた緊急輸送道路を補完する道路（２０路線）を法第６条第３

項第２号の規定に基づくものとし、当該沿線建築物の所有者に対して、耐震

診断を行い、その結果に応じて耐震改修を行うよう努めることを求めます。 

［表３－１０］地震時に通行を確保すべき道路の一覧 

県指定の緊急輸送道路 

第１次路線 

高規格幹線道路、一般国道等で構成する広域的ネットワ－クの重要路線で、 

緊急輸送道路の骨格をなす道路 
番号 路線名 区 間 

➊ 国道１号 市内全線 

➋ 国道１号（新湘南バイパス） 市内全線 

➌ 国道１３４号 市内全線 

➍ 国道４６８号（さがみ縦貫道路） 市内全線 

➎ 県道３０号（戸塚茅ヶ崎） 市内全線 

➏ 県道４４号（伊勢原藤沢） 寒川町境～県道45号交差 

➐ 県道４５号（丸子中山茅ヶ崎） 市内全線 

➑ 県道４６号（相模原茅ヶ崎） 市内全線 

 

緊急輸送道路を補完する道路 

第１次路線 

市内の応急対策活動を行う上で不可欠な路線で、防災拠点やヘリポートと 

災害対策本部を結ぶ重要な道路 

番号 路線名 区 間 

➒ 一中通り 全線 

➓ 左富士通り 全線 

⓫ 鉄砲道 全線 

⓬ 東海岸寒川線 県道404号交点～「みずき」交差点 

⓭ 県道４０４号（遠藤茅ヶ崎） 市内全線 

⓮ 県道４７号（藤沢平塚） 市内全線 

 

第２次路線 

第１次路線を補完し、市の緊急輸送対策上、機能の確保が重要となる道路 

番号 路線名 区 間 

⓯ 学園通り 全線 

⓰ 南湖通り 全線 

⓱ 大岡越前通り 全線 

⓲ 赤羽根通り 全線 

⓳ 小和田通り 全線 

⓴ 市道６２１４号線 ｢堤八王子原｣交差点～｢堤東原｣交差点 

（出典 茅ヶ崎市地域防災計画(令和４年２月修正)） 
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［図３－８］地震時に通行を確保すべき道路網図 
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○避難路沿道の建築物の耐震化率の現状 

・ 現在の耐震化率 ８９.４％（令和 ３年度） 

・策定時の耐震化率 ８０.0％（平成１８年度） 

○避難路沿道の建築物の耐震化率の目標 

・令和１２年度の避難路沿道の建築物（一定高さ以上の建築物に限る。）の 

耐震化率の目標は９５％とします。 

ウ 避難路沿道の建築物の耐震化の現状 

 

 

 

法第１４条第３号による避難路沿道の建築物は、令和３年度時点で総棟数

は５１９棟あり、そのうち５５棟が旧耐震基準で建てられた耐震性が無い（又

は不明な）建築物で、戸建て住宅の比率が多い状況です。 

耐震性が無い（又は不明な）建築物のうち５棟は、法第１４条第１号の多

数の者が利用する建築物と重複しています。 

［表３－１１］避難路沿道の建築物の耐震化の現状（令和３年度） 

  
全棟数 

      耐震性 

有り計 
耐震化率 

目標 

耐震化率   
新耐震 

棟数 

新耐震以前 

    
耐震性

有り 

耐震性

無し 
e ｆ   

  a b c d =b+c =e/a   

多数の者が利用する

建築物 

（法第 14条第 1号） 

２６ １９ 2 5 ２1 ８0．8％ 

- 

共 同 住 宅 １２７ １１２ １３ ２ １２５ ９８．４％ 

戸 建 て 住 宅 ２７０ ２２７ １５ ２８ ２４２ ８９．６％ 

上 記 以 外 ９６ ７５ １ ２０ ７６ ７９．２％ 

合    計 ５１９ ４３３ ３1 ５5 ４６4 ８９．4％ ９５％ 

注）「多数の者が利用する建築物」欄の棟数には賃貸住宅を含まない。 
注）小数点を含む耐震化率については、小数点第二位を四捨五入しています。 

エ 避難路沿道の建築物の耐震化の目標 
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オ 避難路沿道の建築物の耐震化の課題 

・耐震化を進める上で資金面での課題が挙がっています。 

・所有者の高齢化が進み、耐震化に踏み切れない課題が挙がっています。 

・築４０年を経過していることから、耐震性が無い住宅の耐震化、除却の検

討、それ以外の選択肢についての相談が挙がっています。 

・相続等により予期せず住宅の所有者となった方で、耐震化を進める資金の

捻出が困難であることや、建物の解体を行うと固定資産税等の住宅用地特

例の対象から除外されるため、耐震化に踏み切れない課題が挙がっていま

す。 

・一部の共同住宅は、長期の資金計画が立てられない等、資金調達の困難さ

及び管理体制等による意見集約の困難さがあり、耐震化の検討まで至らな

いとの声が挙がっています。 

・耐震性が無い大規模な建築物となると、膨大な費用や工事期間がかかるこ

とから、耐震化に至らない等の課題があります。 
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○公共建築物の耐震化率の現状 

・ 現在の耐震化率 ９２.６％（令和 ３年度） 

・策定時の耐震化率 ８５.0％（平成１８年度） 

５ 公共建築物の耐震化 

 公共建築物の耐震化 

ア 公共建築物の耐震化の現状 

 

 

 

 

公共建築物の耐震化率は、「公共施設整備・再編計画」及び「総合管理計画」

の整備方針等に基づき策定時から約１５年間で７.６ポイント向上しました。 

公共建築物のうち災害時の拠点となる建築物の耐震化率は１００％、不特定

多数の者が利用する建築物の耐震化率は８８.９％、特定多数の者が利用する

建築物の耐震化率は４１.９％、その他の建築物の耐震化率は９２.５％で、耐

震性が無い（又は不明な）建築物は２６棟となっています。 

［表３－１２］公共建築物の耐震化の現状（令和３年度） 

      

    全棟数 
耐震性

有り 
耐震性無し 耐震化率 

目標耐

震化率 

    （棟） b （又は不明） d   

    a =a-c c =b/a   

災害時の拠点となる 

建築物 

市役所、小・中学校、

病院、体育館等 
２３７ ２３７ ０ １００．０％ 

１００％ 

 

不特定多数の者が 

利用する建築物 

ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ、美術館、

図書館、集会所等 
４5 ４０ 5 88．９％ 

特定多数が利用する 

建築物 
市営住宅等 ３１ １３ １８ ４１．９％ 

そ の 他 
駐車場、駐輪場、 

環境事業センター等 
39 36 ３ ９２．3％ 

合  計   ３５2 ３２6 ２6 ９２．6％ 

注） 小数点を含む耐震化率については、小数点第二位を四捨五入しています。 
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○公共建築物の耐震化率の目標 

・令和１２年度の公共建築物の耐震化率の目標は１００％とします。 

イ 公共建築物の耐震化の目標 

 

 

 

公共建築物のうち災害時の拠点となる建築物は、すべての耐震化が実施され

ました。 

公共建築物は、「総合管理計画」等を鑑み、令和１２年度までに既存建築物

の改修等で耐震化率１００％を目標として耐震化に取り組みます。 

ウ 公共建築物の耐震化の課題 

・社会経済状況の変化による、様々な行政課題への取り組み等とのスケジュ

ール調整が必要です。 

・総合管理計画や、各個別施設計画等に基づく、様々なハード整備施策との

効率的かつ効果的な、取組手法の検討や調整が必要です。 



 

 

第 章 4

3

2

２

1 

28 

１ 耐震化の促進にかかる基本的な考え方 

 取り組み方針 

ア 公共性の高い建物を優先的に取り組みます 

公共による助成が必要とされている場合、あるいは建物倒壊による二次被

害の拡大防止（地震発生後の応急・復旧対策の機能維持）等の公共的な観点

から特に必要性が高く大きな効果が見込まれる場合には、国、県及び市が協

力しながら、本市の施策として優先的にそれらの建築物の耐震化が図られる

よう支援を行なうものとします。 

なお、公共建築物の耐震化については、「総合管理計画」に従って進めま

す。 

イ 建物所有者の自主的な取り組みが基本です 

住宅・建築物の耐震化は、自助・共助・公助の原則を踏まえ、その所有者

（以下「建物所有者」という。）によって行われることを基本とします。 

さらに被害の低減化ということにおいては、地域のコミュニティを形成す

る組織との連携や協働等による取り組みも重要となります。 

このため本市は、建築物の耐震化に関する責任が建物所有者にあることを

自覚していただけるように意識啓発を誘導します。 

また、同時に本市は、国や県と連携して、建物所有者に対する相談体制の

充実等を図り、適切な情報提供や耐震診断技術者の育成等を進めます。 

ウ 建物所有者への支援（耐震化に取り組みやすい環境づくり） 

建物所有者が、建築物の耐震化を行いやすいように、本市は、国や県と連

携して耐震診断・耐震改修に係る負担軽減の為の支援策等を検討します。 

  

建築物の耐震化を促進するための施策 
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２ 住宅及び民間特定建築物の耐震化を促進するための   

施策体系 

耐震化の促進により災害に強いまちづくりを行うために、住宅や民間特定建

築物等に対して、以下のような耐震化を促進するための施策体系により、建築

物の所有者又は管理者の耐震化に向けた取り組みを支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［図４―１］耐震化を促進するための施策体系 

［表４－１］今回改定における拡充及び新規の施策 

 

 

 

拡充 

施策 

・国や県の補助制度の活用 

・木造住宅の耐震化           

・耐震シェルター等設置への支援 

：「総合支援メニュー」の検討 

：補助対象の拡充の検討 

：補助対象の拡充の検討 

新規 

施策 

・木造住宅の耐震化 

・屋根瓦の耐震対策 

：除却補助制度の検討 

：法改正に伴う周知・指導 

 ア 啓発資料・ホームページを活用した普及啓発 

イ 民産官協働による普及啓発 

ウ セミナー・講習会の開催 

エ 防災マップ等の活用       

ア 市民相談体制等の充実 

イ 耐震診断技術者の養成等への協力 

ウ リフォームにあわせた耐震改修の誘導 

エ 自主防災組織との連携 

オ 情報収集の継続 

ア 国や県の補助制度の活用［拡充］ 

イ 木造住宅の耐震化［拡充・新規］ 

ウ 非木造住宅の耐震化 

エ 民間特定建築物の耐震化 

オ 税の特例措置 

ア 落下物対策 

イ 天井脱落対策 

ウ ブロック塀等の安全対策 

エ 家具の転倒防止対策 

オ エレベーターの安全対策 

カ 宅地の液状化対策 

キ 耐震シェルター等設置への支援［拡充］ 

ク 感震ブレーカー設置への支援 

ケ 屋根瓦の耐震対策［新規］ 

（２）環境整備 

建築物の所有者が耐震化に取り組
みやすくするための環境整備 

（１）周知・啓発 

建築物の地震に対する安全性の向
上に関する啓発及び知識の普及 

（３）耐震化を促進するための施策 

耐震化を加速させる各種補助制度
や支援策 

（４）その他の地震時における安全施策 

耐震化以外の地震時における建築
物等の安全対策 
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 周知・啓発 

ア 啓発資料・ホームページを活用した普及啓発 

これまでの大震災の被災状況の写真パネルの展示等により地震の危険性を

周知するとともに、耐震化の必要性について耐震診断・耐震改修に関するパ

ンフレットを配布し、耐震化の重要性について意識啓発を進めます。 

また、パンフレットの内容をホームページにも掲載し、併せて建築物の耐

震化に係る各種情報へのリンク設定を充実する等、ホームページを活用した

啓発を進めます。 

イ 民産官協働による普及啓発            

平成２０年に策定した本計画の趣旨を踏まえ、民（市民）・産（事業者）・

官（行政）の協働による、「茅ヶ崎たいあっぷ推進協議会」により、住宅・

建築物の地震対策に関する普及、啓発活動等を行い、耐震化の促進を進めて

います。 

ウ セミナー・講習会の開催 

耐震診断・耐震改修の重要性や必要性について市民に周知するため、県、

関係団体や「茅ヶ崎たいあっぷ推進協議会」と連携して建築物防災週間等の

各種行事やイベントの機会を捉え、耐震セミナーを開催します。 

また、市民向けの木造住宅耐震講習会を開催し、簡易耐震診断の演習を行

う等、具体的でわかりやすい知識の普及に努めます。 

エ 防災マップ等の活用 

建物所有者に災害に対する意識を深められるように、防災（避難所）マッ

プ、津波ハザードマップや液状化ハザードマップを「まっぷｄｅちがさき」

に掲載します。また、地震による地域危険度測定調査や神奈川県地震被害想

定調査の結果の活用を図ります。 
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 環境整備 

ア 市民相談体制等の充実 

本市は、建物所有者が安心して耐震診断及び耐震改修を実施できるように

するため、建築指導課に相談窓口を設置して、木造住宅の耐震性に関する自

己点検の方法や補強方法の概要及び建築物の耐震化に関する情報提供を行い

ます。 

また、本市及び「茅ヶ崎たいあっぷ推進協議会」が主催する建築なんでも

相談（無料耐震相談）を実施します。 

イ 耐震診断技術者の養成等への協力 

本市の木造住宅耐震診断士に登録するには、建築士であることに加えて一

般財団法人日本建築防災協会が行う国土交通大臣登録「木造耐震診断資格者

講習」の受講が修了していることを条件としています。本市では、登録され

た木造住宅耐震診断士の名簿をホームページで公開しています。 

また、県や関係市との共催により、耐震診断・耐震改修に関わる建築技術

者を対象とする木造住宅耐震改修実務セミナーの実施を検討し、耐震診断技

術者の養成に取り組みます。 

ウ リフォームにあわせた耐震改修の誘導 

耐震改修工事は、建築物の構造部材の補強のために内装工事を伴うことが

多いことから、リフォーム工事や増改築工事の機会に、同時に耐震改修工事

を実施することにより、それぞれの工事を別々に行うよりも効率的で費用も

安く済みます。 

このため、リフォームの予定がある場合には、耐震改修工事も合わせて実

施するように、パンフレットやホームページで情報提供するとともに、関係

団体とも連携・協力して、耐震化の必要性を説明し、住宅等の耐震化の促進

を誘導します。 

エ 自主防災組織との連携 

耐震改修の促進は、地域として耐震化の意識が高まることが重要です。また、

災害時の避難や消火活動は、地域に組織された自主防災組織により自助及び共

助の観点から行われることが最も有効であることから、自主防災組織の構成単

位である自治会との連携のもと、建築物の耐震改修の促進に取り組みます。 
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オ 情報収集の継続 

本市以外の自治体、民間の組織（ＮＰＯ）や業界団体等から耐震化に関連

する施工方法等の情報収集を行い、情報提供に努めます。 

 耐震化を促進するための施策 

ア 国や県の補助制度の活用（継続拡充） 

(a) 国の「社会資本整備総合交付金（住宅・建築物安全ストック形成事業）」

等を活用し、耐震診断・耐震改修の促進を図ります。また、住宅の耐震化に

向けて取り組みが進められている「補強設計等＋耐震改修工事」を総合的に

支援する「総合支援メニュー」の活用を検討します。 

 

 

 

(b) 「神奈川県市町村地域防災力強化事業費補助金」により、市町村が行う旧

耐震基準で建てられた建築物で耐震性が低い木造住宅の耐震診断補助及び耐

震改修補助に対し、県より市町村への財政支援が行われていますので、国庫

補助と併せて活用し、耐震診断・耐震改修の促進を図ります。 

イ 木造住宅の耐震化（継続拡充・新規） 

(a) 無料簡易耐震診断の実施 

旧耐震基準で建てられた建築物のうち木造住宅について、地域と連携を

図りながら、無料による簡易耐震診断の実施を引き続き行います。 

(b) 木造住宅耐震改修促進事業の推進（継続拡充） 

（継続）木造住宅の耐震化を推進するため、木造の戸建て住宅等の耐震診断

や耐震改修に対する費用の一部を補助します。なお、高齢者世帯等

に対して、補助の上乗せ支援を行います。 

（拡充）木造住宅の耐震化を推進するため、所有者が住んでいない木造の戸

建て住宅等についても、市域全体の安全性を確保する観点から、補

助要件の変更等により、耐震診断又は耐震改修に対する費用の一部

を支援する制度の拡充を検討します。 

  

 

 

「総合支援メニュー」を活用するために、耐震化を促進する取り組みを規定した「住宅

耐震化緊急促進アクションプログラム」を策定し、毎年度の耐震改修等に係る支援目標

を設定、その進捗管理等を行います。 
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(c) 区分所有された木造住宅の耐震化の推進 

旧耐震基準で建てられた建築物のうち区分所有された木造住宅の管理組

合等が、耐震診断又は耐震改修を行おうとする場合に、耐震診断又は耐震

改修に対する費用の一部を支援する制度の検討を引き続き行います。 

(d) 除却補助支援制度（新規） 

耐震診断を行った結果、耐震性が無いと診断された木造の戸建て住宅等

で、かつ耐震改修を行う予定がない住宅については、市街地の安全を確保

する観点から除却を促進することとし、住宅の除却に対する費用の一部を

補助する制度又は除却後の税の特例措置制度等の創設を検討します。 

ウ 非木造住宅の耐震化（分譲マンション等の耐震化） 

(a) 分譲マンション耐震診断事業の推進 

旧耐震基準で建てられた建築物のうち分譲マンションの管理組合が耐震

診断を行おうとする場合に、その費用の一部を補助します。 

(b) 分譲マンションの耐震改修の促進 

分譲マンション耐震診断事業による耐震診断の結果、耐震改修が必要と

なった分譲マンションの管理組合に対して、耐震改修に要する費用の一部

を支援する制度の検討を引き続き行います。 

 

 

 

(c) 分譲マンション建て替え・耐震改修アドバイザー制度 

旧耐震基準で建てられた建築物のうち分譲マンションを建て替え又は改

修するかの判断が定まっていない管理組合等に対して建築士等の専門家を

紹介します。 

(d) 区分所有建築物の決議要件の緩和（法第２５条） 

耐震診断が行われた区分所有建築物の管理者等は、特定行政庁に対して

「当該区分所有建築物が耐震改修を行う必要がある旨の認定」を申請する

ことができます。これにより認定を受けた区分所有建築物は、区分所有法

（建物の区分所有等に関する法律第１７条）に規定する共用部分の変更決

議が３／４以上から１／２超（過半数）に緩和されます。 

 

平成３０年に独立行政法人住宅金融支援機構との間で締結した協定により、同機

構と協力して耐震性が不十分な分譲マンションの所有者等に対する相談や助言、各

建築物の実情に合わせた支援策の提案等の情報提供を行い、耐震化を推進します。 
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エ 民間特定建築物等の耐震化 

(a) 要緊急安全確認大規模建築物の耐震化の推進 

要緊急安全確認大規模建築物については、地震で倒壊すると甚大な被害

が発生する恐れがあることから、改正された法により建築物の所有者は、

平成２７年１２月末までに耐震診断を実施し、その結果を報告することが

義務付けられました。診断結果は平成２９年３月に公表済みです。 

(b) 避難路沿道の建築物の耐震化の推進 

緊急輸送道路等沿いの旧耐震基準で建てられた建築物で一定高さ以上の

建築物の所有者は、耐震診断を行い、その結果に応じて耐震改修を行うよ

う努めることが求められます。これらの建築物に対する耐震診断を行おう

とする場合に、診断に対する費用の一部を補助します。 

 

 

 

 

 (c) 耐震改修工事に係る容積率、建ぺい率等の緩和（法第１７条） 

これまで耐震改修工法によっては増築となる場合があり、建築基準法に

よる容積率規制又は建ぺい率規制に抵触し、耐震改修自体を断念せざるを

得ないケースがありましたが、平成２５年の法改正後は、建築物の耐震改

修の計画を作成し、所管行政庁の認定を受けることにより、耐震改修でや

むを得ず増築する場合においても、容積率、建ぺい率の特例措置が認めら

れました。これにより耐震改修工法の選択肢が増えることから、当該制度

を活用し耐震化の促進を図ります。 

(d) 建築物の地震に対する安全性の表示制度（法第２２条） 

建築物の所有者は、所管行政庁から、建築物が地震に対する安全性に係

る基準に適合している旨の認定を受けることができます。認定を受けた建

築物は、広告等に、認定を受けたことを表示できることにより、地震に対

する安全性をＰＲすることができることから、当該制度を活用し耐震化の

促進を図ります。 

オ 税の特例措置 

一定の耐震改修工事を行った場合における税制控除や減額について、住宅

の所有者及び関係団体に対して制度の周知を図っていきます。 

平成３０年に独立行政法人住宅金融支援機構との間で締結した協定により、同機

構と協力して耐震性が不十分な沿道建築物の所有者に対する相談や助言、各建築

物の実情に合わせた支援策の提案等の情報提供を行い、耐震化を推進します。 
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 その他の地震時における安全施策 

ア 落下物対策 

大規模な地震の際には建築物の倒壊だけではなく、窓ガラスや外壁、袖看

板等、建築物の外装材の損壊・落下による被害も想定されます。このことは、

昭和５３年の宮城県沖地震で注目され、平成７年の兵庫県南部地震（阪神・

淡路大震災）、平成１６年の新潟県中越地震等の際にも再認識されました。 

地震時に建築物からの落下物を防ぎ、安全性を確保するため、建築物の適

正な維持管理の啓発、指導を図り、落下防止対策の実施状況を把握するとと

もに、未改修の建築物については、その建物所有者に対する改善指導を進め

ます。 

イ 天井脱落対策 

平成２３年の東日本大震災では、比較的新しい建築物も含め、体育館、劇

場等の大規模空間を有する建築物の天井が脱落して、甚大な被害が多数発生

したことを踏まえ、天井の脱落対策に係る新たな基準が定められました。 

そこで、既存建築物についても定期報告制度による情報把握を行い、建築

物の所有者等に基準を周知するとともに、脱落防止装置を講じて安全性の確

保を図るように指導します。 

ウ ブロック塀等の安全対策 

地震によってブロック塀等が倒壊すると、死傷者が出る恐れがあるばかり

でなく、地震後の避難や救助活動、消火活動にも支障が生じる可能性があり、

その安全対策は重要な課題となっています。 

このことから、ブロック塀等の倒壊による危険性や安全に設置するための

基準等について、ホームページ等で周知を図るとともに、危険性のあるもの

については、「危険ブロック塀等の撤去費補助金」において、ブロック塀等

の撤去に対する費用の一部を補助します。なお、高齢者世帯等に対して、補

助の上乗せ支援を行います。 

また、狭あい道路に面する場合には、茅ヶ崎市狭あい道路整備要綱を踏ま

え、幅員４メートル以上の災害に強い道路によるまちづくりを目指します。 

 

 

 

「危険ブロック塀等の撤去費補助金」のうち、国土交通省所管社会資本整備総合交付

金（住宅･建築物安全ストック形成事業（防災･安全交付金等基幹事業））の対象となる道

路は、住宅や事業所等から避難所や避難地等へ至る経路とします。 
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エ 家具の転倒防止対策 

近年の大地震では、地震による建物被害がない場合でも、家具の転倒や散

乱による怪我や避難が遅れる等の人的被害が多く見受けられます。 

耐震セミナーや講習会等の際に、家具の転倒防止対策の必要性をＰＲする

とともに、業界団体等と連携し、家具等の転倒防止対策の支援を行います。 

オ エレベーターの安全対策 

平成１７年の千葉県北西部の地震では、首都圏の多くのビルでエレベータ

ーの緊急停止による閉じ込め事故が発生し、地震時管制運転装置の設置が義

務付けられました。また、平成２３年の東日本大震災では、エスカレーター

の脱落等が複数確認されたことから、新たな基準が定められました。 

このため、エレベーターやエスカレーターが設置された建築物の所有者等

に対し、建築基準法による定期報告等の機会を捉えて、地震時のリスク等を

周知し、安全性の確保を図るよう指導します。 

カ 宅地の液状化対策 

平成２３年の東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）では、県内を含む多

くの場所で液状化の被害が発生しました。そこで、「建築物の液状化対策マ

ニュアル（平成２５年６月２０日神奈川県改訂）」や「茅ヶ崎市液状化ハザ

ードマップ（平成２５年８月本市策定）」等により、液状化が起こりやすい

土地の判定方法、建築物の液状化対策工法及び建築・地質調査等の相談窓口

等について情報提供を行います。 

キ 耐震シェルター等設置への支援（継続拡充） 

様々な理由により、耐震改修を実施できない木造の戸建て住宅等の所有者

が、比較的安価で建物の倒壊から身を守ることができる「耐震シェルター」

を設置する場合、その費用の一部を補助します。また、「耐震ベッド」等の

設置についても、その費用の一部の補助を検討します。 

ク 感震ブレーカー設置への支援 

地震時に発生する建物火災のうち、原因が特定されたものの約６割が電気

に起因する火災となっています。 

地震時の電気火災を防ぐため、地震の揺れを感知し、自動的に電気の供給

を遮断する感震ブレーカーの機器購入に対する費用の一部を補助します。 
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ケ 屋根瓦の耐震対策（新規） 

令和３年福島県沖地震において屋根瓦の脱落が発生し、修繕が必要な事例

が生じたことから令和４年１月に瓦の緊結方法等を改正する建築基準法によ

る告示が施行されました。これを受けて、具体的な緊結方法等をホームペー

ジ等にて住宅所有者や施工者等へ周知し、安全性の確保を図るよう指導しま

す。 
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１ 推進体制 

 県と市との連携 

県と本市を含む３３市町村では、県内の建築物の耐震化を計画的に促進する

ことを目的として、「神奈川県建築物耐震化促進協議会」を設置し、全ての市

町村において耐震改修促進計画が策定され、建築物の耐震化に向けて連携して

取り組んでいます。 

 市の推進体制 

関係各課及び「茅ヶ崎たいあっぷ推進協議会」と連携し、耐震化を計画的に

推進します。 

 

 

  

  

  

 

 

 

  

  

 

  

［図５－１］本計画の推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

茅ヶ崎たいあっぷ推進協議会とは・・・ 

地震による被害を防止、軽減させ、市民の安全・安心を確保することを目的に平成２１年度に

設立された茅ヶ崎市耐震改修促進協議会の愛称です。 

本協議会では、民（市民）・産（事業者）・官（行政）の方により構成され、建築なんでも相談会や

家具の転倒防止対策、地震対策に関する普及・啓発活動を行っています。 

【協議会愛称の変遷】 ※国の基本方針や県計画の変遷に合わせて変更しています。 

平成２１年度～「茅ヶ崎たいあっぷ９０推進協議会」 

平成２８年度～「茅ヶ崎たいあっぷ９５推進協議会」 

令和 ５年度～「茅ヶ崎たいあっぷ推進協議会」 

 

 

協議会のマスコット 

たいの「あっぷ君」 
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２ 法による指導・助言の実施 

 法による指導・助言の実施 

本市は、耐震診断、耐震改修の必要性が認められる建築物の所有者等に対し

て、法に基づく指導、助言を行います。 

 耐震診断の実施を義務付けられた建築物への対応 

法で耐震診断が義務付けられた要緊急安全確認大規模建築物の耐震診断は、

すべての建築物で実施され、平成２９年３月に診断結果を公表しました。 

今後も、建築物の所有者に対して耐震化への対応を促していきます。 

 

３ 施策のフォローアップについて 

耐震化の目標の達成に向けて、耐震化率の進捗状況や計画に位置づけられた

主な施策について、その実施状況を一定期間ごとに検証し、適宜計画の見直し

を行い、耐震化の促進に努めていきます。 

 

 

  

 



 

 

参考資料 

40 

 

参考資料１ 法第１４条、第１５条及び附則第３条関連の建築物一覧表       ・・・ 41 

 

参考資料２ 法第１４条第２号の建築物となる危険物の数量一覧表         ・・・ 42   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

41 

【参考資料１】法第１４条、第１５条及び附則第３条関連の建築物一覧表 

条項 法の用途区分 特定建築物の要件 
指示対象となる 
特定建築物の要件 

（法第１５条） 

耐震診断義務付け 
対象建築物の要件 

（法附則第３条） 

第１ ４条

第１号 

学校 

小学校、中学校、中等教育学校の前期課
程、特別支援学校 

階数２以上かつ 

１，０００㎡以上 
注）屋内運動場の面
積を含む。 

階数２以上かつ 

１，５００㎡以上 
注）屋内運動場の面
積を含む。 

階数２以上かつ 

３，０００㎡以上 
注）屋内運動場の面
積を含む。 

上記以外の学校 
階数３以上かつ 
１，０００㎡以上 

  

体育館（一般公共の用に供されるもの） 
階数１以上かつ 
１，０００㎡以上 

階数１以上かつ 
２，０００㎡以上 

階数１以上かつ 
５，０００㎡以上 

ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに
類する運動施設 

階数３以上かつ 
１，０００㎡以上 

階数３以上かつ 
２，０００㎡以上 

階数３以上かつ 
５，０００㎡以上 

病院、診療所 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 

集会場、公会堂 

展示場 

卸売市場   

百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 
階数３以上かつ 
２，０００㎡以上 

階数３以上かつ 
５，０００㎡以上 

ホテル、旅館 

賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿舎、下宿   

事務所   

老人ホーム、老人短期入所施設、福祉ホームその他
これらに類するもの 

階数２以上かつ 
１，０００㎡以上 

階数２以上かつ 
２，０００㎡以上 

階数２以上かつ 
５，０００㎡以上 

老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉
センターその他これらに類するもの 

幼稚園、保育所 
階数２以上かつ 
５００㎡以上 

階数２以上かつ 
７５０㎡以上 

階数２以上かつ 
１，５００㎡以上 

博物館、美術館、図書館 階数３以上かつ 
１，０００㎡以上 

階数３以上かつ 
２，０００㎡以上 

階数３以上かつ 
５，０００㎡以上 

遊技場 

公衆浴場 

飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダン
スホールその他これらに類するもの 

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類す
るサービス業を営む店舗 

工場（危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建
築物を除く。） 

  

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構
成する建築物で旅客の乗降又は待合の用に供するも
の 

階数３以上かつ 
２，０００㎡以上 

階数３以上かつ 
５，０００㎡以上 

自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐
車のための施設 

保健所、税務署その他これらに類する公益上必要な
建築物 

第１ ４条
第２号 

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物 

政令で定める数量以
上の危険物を貯蔵又
は処理する全ての建

築物 

階数１以上かつ 
５００㎡以上 

階数１以上かつ５，０
００㎡以上で敷地境界
線から一定距離以内の

建築物 

第１ ４条
第３号 

地震によって倒壊した場合においてその敷地に接す
る道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避難を困難
とするおそれがあり、その敷地が市町村耐震改修促

進計画に記載された道路に接する通行障害建築物 

全ての建築物 全ての建築物  
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【参考資料２】法第１４条第２号の建築物となる危険物の数量一覧表 

危険物の種類 危険物の数量 
診断義務付け対象となる 

敷地境界線からの距離※12 

① 火薬類（法で規定） 

イ 火薬 

ロ 爆薬 

ハ 工業雷管及び電気雷管 

ニ 銃用雷管 

ホ 信号雷管 

ヘ 実包 

ト 空包 

チ 信管及び火管 

リ 導爆線 

ヌ 導火線 

ル 電気導火線 

ヲ 信号炎管及び信号火箭 

ワ 煙火 

カ その他火薬を使用した火工品 

  その他爆薬を使用した火工品 

 

１０ｔ 

５ｔ 

５０万個 

５００万個 

５０万個 

５万個 

５万個 

５万個 

５００ｋｍ 

５００ｋｍ 

５万個 

２ｔ 

２ｔ 

１０ｔ 

５ｔ 

火薬類取締法施行規則で規

定する第１種保安物件に対

する保安距離 

（火薬類の種類及び数量に

より異なる） 

② 消防法第２条第７項に規定する危険物 危険物の規制に関する政令

別表第三の指定数量の欄に

定める数量の１０倍の数量 

５０ｍ 

③ 危険物の規制に関する政令別表第４備考第

６号に規定する可燃性固体類及び同表第８号

に規定する可燃性液体類 

可燃性固体類３０ｔ 

可燃性液体類２０㎥ 

５０ｍ 

④ マッチ ３００マッチトン13 ５０ｍ 

⑤ 可燃性のガス（⑥及び⑦を除く。） ２万㎥ １３(１／３)ｍ＝１３．３

３ｍ 

⑥ 圧縮ガス ２０万㎥ 施設の内容により異なる 

⑦ 液化ガス ２，０００ｔ 施設の内容により異なる 

⑧ 毒物及び劇物取締法第２条第１項に規定す

る毒物又は同条第２項に規定する劇物（液体

又は気体のものに限る。） 

毒物２０ｔ 

劇物２００ｔ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                              
※12 診断義務付け対象となる敷地境界線からの距離：敷地境界からの距離についての詳細は、国土交通省告示第１０６６

号(平成２５（２０１３）年１０月２９日)を参照してください。 

※13 マッチトン：マッチの計量単位を指します。１マッチトンは、並型マッチ（５６×３６×１７ｍｍ）で７，２００
個、約１２０ｋｇとなります。 
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